
議案第１号

令和６年度和歌山市一般会計補正予算 (第６号)

令和６年度和歌山市一般会計補正予算 (第６号) は､ 次に定めるところによる｡

(歳入歳出予算の補正)

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３１９, ５７９千円を追加し､ 歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ１５６, ５０８, ００３千円とする｡

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は､ ｢第１表 歳入歳出予算補正｣ による｡

(債務負担行為の補正)

第２条 債務負担行為の追加は､ ｢第２表 債務負担行為補正｣ による｡

(地方債の補正)

第３条 地方債の追加変更は､ ｢第３表 地方債補正｣ による｡

令和６年１２月５日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓
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第１表

歳入歳出予算補正 (第６号)

歳 入 (単位 千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

15 国 庫 支 出 金 ３４,６９９,３１２ ３５,０２０ ３４,７３４,３３２

１ 国 庫 負 担 金 ２５,０５２,４２１ ５,３６７ ２５,０５７,７８８

２ 国 庫 補 助 金 ３,３４７,１４７ １８,９７６ ３,３６６,１２３

３ 国 庫 交 付 金 ６,２７６,９６７ １０,６７７ ６,２８７,６４４

16 県 支 出 金 １１,６７２,１６５ １９８,１２５ １１,８７０,２９０

２ 県 補 助 金 ２,１３６,９０８ １９７,９５１ ２,３３４,８５９

３ 県 交 付 金 ９２６,３６９ １７４ ９２６,５４３

18 寄 附 金 ２,９８６,８４２ ３,４４６ ２,９９０,２８８

１ 寄 附 金 ２,９８６,８４２ ３,４４６ ２,９９０,２８８

21 諸 収 入 ４,２６４,０３８ △９１２ ４,２６３,１２６

７ 雑 入 １,６１９,６２９ △９１２ １,６１８,７１７

22 市 債 ７,７２１,０００ ８３,９００ ７,８０４,９００

１ 市 債 ７,７２１,０００ ８３,９００ ７,８０４,９００

歳 入 合 計 １５６,１８８,４２４ ３１９,５７９ １５６,５０８,００３
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歳 出 (単位 千円)

款 項 補正前の額 補 正 額 計

２ 総 務 費 １３,１９７,４８８ ２７８,８５４ １３,４７６,３４２

１ 総 務 管 理 費 ８,９３１,６３６ ２８１,７２５ ９,２１３,３６１

２ 徴 税 費 １,４４１,５０４ △２,８７１ １,４３８,６３３

３ 民 生 費 ７４,８４８,５６５ ８９,９３８ ７４,９３８,５０３

１ 社 会 福 祉 費 ３０,９４７,９９８ ２５,２９７ ３０,９７３,２９５

３ 児 童 福 祉 費 ２１,７６４,５０７ ６１,９２８ ２１,８２６,４３５

６ 市 民 福 祉 費 ５０３,８４２ ２,７１３ ５０６,５５５

４ 衛 生 費 １０,２２９,７５０ △１８０,２８１ １０,０４９,４６９

１ 保 健 衛 生 費 ４,８９２,０９８ ５,８６６ ４,８９７,９６４

２ 清 掃 費 ５,００６,４０６ △１８６,１４７ ４,８２０,２５９

５ 農林水産業費 １,０３０,９０５ ７７６ １,０３１,６８１

１ 農 業 費 ７１０,９７７ ２３３ ７１１,２１０

３ 水 産 業 費 １９５,８１０ ５４３ １９６,３５３

６ 商 工 費 ３,８７３,４４９ ６,６００ ３,８８０,０４９

２ 観 光 費 １,３０８,２７９ ６,６００ １,３１４,８７９

７ 土 木 費 ９,４１９,３７２ ９７,８４０ ９,５１７,２１２

２ 道 路 橋 梁 費 ３,８２１,６４７ ９,０００ ３,８３０,６４７

４ 都 市 計 画 費 ９４９,３８９ ６４,８４０ １,０１４,２２９

５ 都市計画道路費 ５５０,７４８ ２４,０００ ５７４,７４８

９ 教 育 費 １０,６０６,９０２ ２５,８５２ １０,６３２,７５４

１ 教 育 総 務 費 ２,１３６,７３０ １,７６１ ２,１３８,４９１

４ 高 等 学 校 費 ６５９,０８６ ５２１ ６５９,６０７

５ 幼 稚 園 費 ４７２,７４２ ３,２７２ ４７６,０１４

６ 社 会 教 育 費 ２,８１８,２４０ ２０,２９８ ２,８３８,５３８

歳 出 合 計 １５６,１８８,４２４ ３１９,５７９ １５６,５０８,００３
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第２表

債 務 負 担 行 為 補 正

１ 追 加 (単位 千円)

事 項 期 間 限 度 額

福祉交流館管理運営事業
令 和 ７ 年 度～

令 和 １ １ 年 度
１７３,８３８

合 計 １７３,８３８

(単位 千円)

事 項 期 間 限 度 額

ふれ愛センター管理運営事業
令 和 ７ 年 度～

令 和 １ １ 年 度
４４１,６００

合 計 ４４１,６００

(単位 千円)

事 項 期 間 限 度 額

ふれあいの郷管理運営事業
令 和 ７ 年 度～

令 和 １ １ 年 度
９０,７２０

合 計 ９０,７２０

(単位 千円)

事 項 期 間 限 度 額

ひきこもり支援ステーション事業 令 和 ７ 年 度 ６,９８３

合 計 ６,９８３

(単位 千円)

事 項 期 間 限 度 額

予防接種システム改修事業 令 和 ７ 年 度 ５,１７１

合 計 ５,１７１
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(単位 千円)

事 項 期 間 限 度 額

青岸エネルギーセンター計装システム更新
事業

令 和 ７ 年 度 ３５５,３００

合 計 ３５５,３００

(単位 千円)

事 項 期 間 限 度 額

観光施設管理事業
令 和 ７ 年 度～

令 和 １ １ 年 度
３１,２３１

合 計 ３１,２３１

(単位 千円)

事 項 期 間 限 度 額

和歌山城天守閣管理運営事業
令 和 ７ 年 度～

令 和 １ １ 年 度
２２３,２４０

合 計 ２２３,２４０

(単位 千円)

事 項 期 間 限 度 額

和歌山城公園駐車場管理運営事業
令 和 ７ 年 度～

令 和 １ １ 年 度
４７,２４１

合 計 ４７,２４１
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第３表

地 方 債 補 正

１ 追 加 (単位 千円)

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

介護施設整備
事業 5,200 証書借入又

は債券発行

年4.0％以内 (ただし､
利率見直し方式で借り入
れる政府資金及び地方公
共団体金融機構資金につ
いて､ 利率の見直しを行っ
た後においては､ 当該見
直し後の利率)

政府その他の資金の借入
れについては､ その融通条
件による｡ ただし､ 市財政
の都合により据置期間及び
償還期限を短縮し､ 又は繰
上償還若しくは低利に借り
換えることができる｡

清掃工場施設
整備事業 64,300 〃 〃 〃

計 69,500

２ 変 更 (単位 千円)

起債の目的
補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

地方道整備事
業 789,100 証書借入又は債券発行

年4.0％以内
(ただし､ 利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について､ 利
率の見直しを
行った後にお
いては､ 当該
見直し後の利
率)

政府その他
の資金の借入
れについては､
その融通条件
による｡ ただ
し､ 市財政の
都合により据
置期間及び償
還期限を短縮
し､ 又は繰上
償還若しくは
低利に借り換
えることがで
きる｡

792,700 証書借入又は債券発行

年4.0％以内
(ただし､ 利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について､ 利
率の見直しを
行った後にお
いては､ 当該
見直し後の利
率)

政府その他
の資金の借入
れについては､
その融通条件
による｡ ただ
し､ 市財政の
都合により据
置期間及び償
還期限を短縮
し､ 又は繰上
償還若しくは
低利に借り換
えることがで
きる｡

街路事業 274,600 〃 〃 〃 285,400 〃 〃 〃

計 7,721,000 7,735,400



議案第２号

令和６年度和歌山市駐車場管理事業特別会計補正予算 (第１号)

令和６年度和歌山市駐車場管理事業特別会計補正予算 (第１号) は､ 次に定めるところによる｡

(債務負担行為の補正)

第１条 債務負担行為の追加は､ ｢第１表 債務負担行為補正｣ による｡

令和６年１２月５日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓
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第１表

債 務 負 担 行 為 補 正

１ 追 加 (単位 千円)

事 項 期 間 限 度 額

駐車場管理事業 (中央駐車場)
令 和 ７ 年 度～

令 和 １ １ 年 度
１６０,４９５

合 計 １６０,４９５

(単位 千円)

事 項 期 間 限 度 額

駐車場管理事業 (北駐車場)
令 和 ７ 年 度～

令 和 １ １ 年 度
５７,５９５

合 計 ５７,５９５

(単位 千円)

事 項 期 間 限 度 額

道路駐車場管理事業 (城北公園地下駐車場
)

令 和 ７ 年 度～

令 和 １ １ 年 度
１１３,４２５

合 計 １１３,４２５

(単位 千円)

事 項 期 間 限 度 額

道路駐車場管理事業 (けやき大通り地下駐
車場及びけやき大通り地下自転車等駐車場
)

令 和 ７ 年 度～

令 和 １ １ 年 度
３４３,９６５

合 計 ３４３,９６５



議案第３号

和歌山市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例の制定について

和歌山市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例を次のように定める｡

令和６年１２月５日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓

和歌山市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例

和歌山市公衆浴場法施行条例 (平成２４年条例第１７号) の一部を次のように改正する｡

第４条第３号中 ｢おける照度は､ １０ルクス以上とし､ 停電又は故障に備えて予備装置を施す

｣ を ｢おいて､ 入浴､ 脱衣等に支障のない照度を確保する｣ に改め､ 同条第４号中 ｢の窓は､ 開

閉自由であって｣ を ｢に窓を設ける場合は｣ に改め､ 同条第７号中 ｢浴室の床面と同じ高さ又は

それより高く｣ を ｢耐水性と｣ に改め､ 同条第８号中 ｢の床下地盤は､ 外部地盤より高く､ コン

クリート構造とし､ ｣ を ｢には､ 開放できる窓又は｣ に改め､ ｢方法を講じ完全な防その｣ を削

り､ 同条第１１号中 ｢洗面所｣ を ｢洗面設備｣ に改め､ 同条第１２号中 ｢浴室｣ を ｢洗い場｣ に

改め､ 同条第１３号中 ｢の材料をもって築造し適当な水垂勾配を造り｣ を ｢を有するとともに｣

に､ ｢屋外の下水溝に完全流下するようにする｣ を ｢停滞しないよう適当な勾配を設ける｣ に改

め､ 同号に後段として次のように加える｡

また､ 滑りにくい材質又は構造とすること｡

第４条第１４号中 ｢コンクリートその他｣ を削り､ ｢の材料をもって築造し､ 完全な暗きょと

する｣ を ｢を有するとともに､ ねずみ､ 昆虫等の防除設備を設ける｣ に改め､ 同条第１５号中 ｢

１. ５メートル｣ を ｢１. ０メートル｣ に､ ｢れんが又はコンクリートをもって築造し､ その他

は全部板張又は防湿材料をもって築造する｣ を ｢耐水性の材料を用いる｣ に改め､ 同条第１７号

中 ｢浴室｣ を ｢洗い場｣ に､ ｢浄水及び掛湯を供給すべき適当な設備を設ける｣ を ｢入浴者数に

応じた十分な数の湯栓及び水栓を備える｣ に改め､ 同条第１９号中 ｢の材料をもって築造し｣ を

｢を有するものとし｣ に､ ｢構造は､ 次のアからウまで (｣ を ｢内法面積は､ ３. ６平方メート

ル以上であること｡ ただし､ ｣ に､ ｢イ及びウを除く｡ ) によらなければならない｣ を ｢これを

適用しない｣ に改め､ 同号アからウまでを削る｡

第４条の２第４号中 ｢共用のタオル､ くし､ ブラシ等の類を備えることはしない｣ を ｢にタオ

ル､ くし又はブラシを貸与する場合にあっては､ 新しいもの又は消毒したものを貸与する｣ に改

める｡

第４条の３中 ｢ (第４号を除く｡ ) ｣ を削り､ 第２号を削り､ 第３号を第２号とし､ 第４号を

第３号とする｡

第５条中 ｢その他｣ を削り､ 同条第３号中 ｢休息室を設け､ その面積は脱衣室の面積と同等以

上とする｣ を ｢場所を設ける｣ に改め､ 同条第４号中 ｢浴室､ 脱衣室及び休息室｣ を ｢サウナ室

｣ に改める｡
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第６条第１項各号中 ｢その他公衆浴場のうち､ ｣ を削る｡

附 則

１ この条例は､ 公布の日から施行する｡

２ この条例の施行の際､ 現に公衆浴場法 (昭和２３年法律第１３９号) 第２条第１項の規定に

よる営業の許可を受けている者については､ この条例による改正後の第４条第３号､ 第４号､

第７号､ 第８号､ 第１１号から第１５号まで､ 第１７号及び第１９号並びに第５条の規定は､

当該営業の許可を受けている施設の構造変更を行うまでの間､ 適用しない｡
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議案第４号

和歌山市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について

和歌山市都市公園条例の一部を改正する条例を次のように定める｡

令和６年１２月５日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓

和歌山市都市公園条例の一部を改正する条例

和歌山市都市公園条例 (昭和３３年条例第２５号) の一部を次のように改正する｡

別表第２の４有料施設の使用料 (その１) の表紅葉渓庭園茶室の部立礼室の項を次のように改

める｡

別表第２の６有料施設の使用者が附属設備を使用する場合の使用料の表紅葉渓庭園茶室の項中

｢専用｣ を削る｡

附 則

この条例は､ 令和７年４月１日から施行する｡
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立礼室 ９時から１２時まで ５, ７６０円

１２時から１６時まで ５, ７６０円



議案第５号

和歌山市宅地造成等に関する条例及び和歌山市手数料条例の一部を改正する条例の

制定について

和歌山市宅地造成等に関する条例及び和歌山市手数料条例の一部を改正する条例を次のように

定める｡

令和６年１２月５日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓

和歌山市宅地造成等に関する条例及び和歌山市手数料条例の一部を改正する条例

第１条 和歌山市宅地造成等に関する条例 (平成１２年条例第７８号) の一部を次のように改正

する｡

題名を次のように改める｡

和歌山市宅地造成及び特定盛土等に関する条例

第１条中 ｢宅地造成｣ を ｢宅地造成､ 特定盛土等又は土石の堆積 (以下 ｢宅地造成等｣ とい

う｡ ) ｣ に改める｡

第２条を削る｡

第３条の見出し中 ｢宅地造成｣ を ｢宅地造成等｣ に改め､ 同条中 ｢宅地造成等規制法の一部

を改正する法律 (令和４年法律第５５号) 附則第２条の規定によりなお従前の例によることと

された同法による改正前の宅地造成等規制法｣ を ｢宅地造成及び特定盛土等規制法｣ に､ ｢第

１２条第１項｣ を ｢第１６条第１項｣ に､ ｢第８条第１項｣ を ｢第１２条第１項｣ に､ ｢規則

で定める申請書に､ 前条の規定により添付することとされている図面及び書類のうち当該工事

の変更に伴いその内容が変更されているもののほか､ 工事の出来形の状況を示す図書｣ を ｢宅

地造成及び特定盛土等規制法施行規則 (昭和３７年建設省令第３号｡ 以下 ｢省令｣ という｡ )

第３７条の規定により添付することとされている図面及び書類のほか､ 規則で定める書類｣ に

改め､ 同条を第２条とする｡

第４条の見出し中 ｢工事完了の｣ を ｢宅地造成等に関する工事の完了｣ に改め､ 同条中 ｢第

２７条｣ を ｢第４０条｣ に､ ｢工事完了検査申請書｣ を ｢完了検査申請書｣ に､ ｢次に掲げる

｣ を ｢規則で定める｣ に改め､ 各号を削り､ 同条を第３条とする｡

第５条の見出し中 ｢工事｣ を ｢宅地造成等に関する工事の｣ に改め､ 同条第１項中 ｢許可工

事｣ を ｢宅地造成等許可工事｣ に改め､ ｢当該完了した部分の宅地｣ の次に ｢又は農地等 (以

下 ｢宅地等｣ という｡ ) ｣ を加え､ ｢宅地以外の宅地｣ を ｢宅地等以外の土地｣ に､ ｢造成主

｣ を ｢工事主｣ に､ ｢第９条第１項｣ を ｢第１３条第１項｣ に改め､ 同条第２項中 ｢申請書に､

前条各号に掲げる書類及び一部完了した内容を示す書類を添えて｣ を ｢申請書類を｣ に改め､

同条第３項中 ｢前項の｣ を ｢前項に規定する｣ に､ ｢第９条第１項｣ を ｢第１３条第１項｣ に､

｢造成主｣ を ｢工事主｣ に改め､ 同条を第４条とする｡
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第６条第１項中 ｢許可工事｣ を ｢宅地造成等許可工事｣ に､ ｢工事完了部分の宅地｣ を ｢工

事完了部分の宅地等｣ に､ ｢第１３条第２項｣ を ｢第１７条第２項｣ に､ ｢宅地として使用｣

を ｢宅地等として使用｣ に､ ｢宅地の災害｣ を ｢宅地等の災害｣ に改め､ 同条第２項中 ｢申請

書に次に掲げる書類を添えて｣ を ｢申請書類を｣ に改め､ 同項各号を削り､ 同条第４項第２号

中 ｢宅地造成工事区域内｣ を ｢宅地造成等工事区域内｣ に改め､ 同項第３号及び第４号中 ｢許

可工事｣ を ｢宅地造成等許可工事｣ に改め､ 同条を第５条とする｡

第７条第１項中 ｢第１１条｣ を ｢第１５条第１項｣ に､ ｢申出書に第２条に規定する書類を

添えて｣ を ｢申請書類を用いて｣ に改め､ 同条を第６条とする｡

第１８条を第２２条とする｡

第１７条第１項中 ｢第６条第１項ただし書｣ を ｢第５条第１項ただし書又は第１０条第１項

ただし書｣ に改め､ 同条第２項第１号中 ｢第９条第１項｣ を ｢第１３条第１項｣ に改め､ 同項

第２号中 ｢第１０条第１項｣ を ｢第１４条第１項｣ に改め､ 同条を第２１条とする｡

第１６条を削る｡

第１５条各号列記以外の部分中 ｢造成主｣ を ｢工事主｣ に､ ｢許可工事｣ を ｢許可工事若し

くは届出工事｣ に､ ｢､ 若しくは｣ を ｢､ ｣ に､ ｢届出書に次に掲げる書類を添えて｣ を ｢届

出書類を｣ に改め､ 同条各号を削り､ 同条を第１９条とし､ 同条の次に次の１条を加える｡

(住民への周知)

第２０条 市長は､ 工事主に対し､ 法第１１条又は第２９条の周知内容について､ 報告を求め

ることができる｡

第１４条中 ｢造成主｣ を ｢工事主｣ に改め､ 同条を第１８条とする｡

第１３条第１項を次のように改める｡

法第４９条に規定する標識の設置期間は､ 許可工事又は法第２７条第１項に規定する届出

を行った工事に着手しようとする日の５日前から法第１７条第２項若しくは第３６条第２項

の検査済証の交付を受けるまで又は届出を行った当該工事が完了するまでとする｡

第１３条第２項を削り､ 同条を第１７条とする｡

第１２条中 ｢造成主｣ を ｢工事主｣ に､ ｢許可工事｣ を ｢法第１２条第１項本文又は第３０

条第１項本文に規定する市長の許可を受けた工事 (以下 ｢許可工事｣ という｡ ) ｣ に､ ｢届出

書に工事工程表を添えて｣ を ｢届出書類を｣ に改め､ 同条を第１６条とする｡

第１１条中 ｢宅地造成｣ の次に ｢等｣ を加え､ 同条を第１５条とする｡

第１０条第１項中 ｢第３０条｣ を ｢第８８条｣ に､ ｢証明書｣ を ｢書面 (次項において ｢適

合証明書｣ という｡ ) ｣ に､ ｢前条第２項各号に掲げる｣ を ｢前条第２項に定める｣ に改め､

同条第２項中 ｢前項の｣ を ｢前項に規定する｣ に､ ｢第８条第１項｣ を ｢第１２条第１項､ 第

１６条第１項､ 第３０条第１項｣ に､ ｢法第１２条第１項｣ を ｢第３５条第１項｣ に改め､ 同

条を第１４条とする｡
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第９条の見出し中 ｢宅地造成｣ を ｢宅地造成又は特定盛土等｣ に改め､ 同条第１項中 ｢宅地

造成｣ を ｢宅地造成又は特定盛土等に関する工事｣ に改め､ 同条第２項中 ｢申請書に､ 次に掲

げる書類を添えて｣ を ｢申請書類を｣ に改め､ 同項各号を削り､ 同条第３項中 ｢前項の｣ を ｢

前項に規定する｣ に､ ｢宅地造成に｣ を ｢宅地造成等に｣ に､ ｢宅地造成行為非該当確認書｣

を ｢宅地造成等行為非該当確認書｣ に改め､ 同条を第１３条とする｡

第８条中 ｢第２９条｣ を ｢第５２条､ 第５５条､ 第５６条､ 第８２条､ 第８５条及び第８６

条｣ に､ ｢次に掲げる｣ を ｢規則で定める｣ に改め､ 各号を削り､ 同条を第１２条とする｡

第６条の次に次の５条を加える｡

(特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の変更許可の申請)

第７条 法第３５条第１項の規定により､ 法第３０条第１項本文に規定する市長の許可を受け

た工事 (以下 ｢特定盛土等許可工事｣ という｡ ) の変更の許可を受けようとする者は､ 省令

第６７条の規定により添付することとされている図面及び書類のほか､ 規則で定める書類を

添付しなければならない｡

(特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の完了検査の申請)

第８条 省令第７０条に規定する完了検査申請書には､ 規則で定める書類を添付しなければな

らない｡

(特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の一部完了検査等)

第９条 特定盛土等許可工事の区域の一部の区域に係る工事が完了した場合において､ 当該完

了した部分の宅地等が独立して使用することができ､ かつ､ 当該宅地等以外の土地の災害の

防止上支障がないと市長が認めるときは､ 工事主は､ 当該工事完了部分の工事が法第３１条

第１項の規定に適合しているかどうかについての市長の検査を受けることができる｡

２ 前項の規定により､ 市長の検査を受けようとする者は､ 規則で定める申請書類を市長に提

出しなければならない｡

３ 市長は､ 前項に規定する申請があった場合は､ 遅滞なく当該工事完了部分の検査を行い､

当該工事が法第３１条第１項の規定に適合していると認めるときは､ 規則で定める検査済証

を当該申請をした工事主に交付するものとする｡

(使用の制限等)

第１０条 特定盛土等許可工事の区域 (前条の規定により市長の検査を受け検査済証の交付を

受けた工事完了部分の宅地等を除く｡ ) 内においては､ 特定盛土等許可工事の用に供するた

めに使用する場合を除き､ 法第３６条第２項の検査済証の交付を受けるまで宅地等として使

用してはならない｡ ただし､ 宅地等の災害の防止上支障がないことについてあらかじめ市長

の承認を受けたときは､ この限りでない｡

２ 前項ただし書に規定する市長の承認を受けようとする者は､ 規則で定める申請書類を市長

に提出しなければならない｡
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３ 市長は､ 前項に規定する申請があった場合は､ 遅滞なく承認又は不承認の処分をするもの

とする｡

４ 市長は､ 次の各号のいずれかに該当すると認める場合でなければ､ 前項の承認の処分をし

てはならない｡

(１) 都市計画法 (昭和４３年法律第１００号) 第２９条第１項第３号に規定する公益上必要

な建築物を先行的に建築する必要があるとき｡

(２) 既存の建築物等を特定盛土等工事区域内に移転し改築する必要があるとき｡

(３) 建築物又は特定工作物が特定盛土等許可工事に係る擁壁等に近接している等の理由によ

り､ 特定盛土等許可工事と当該建築物の建築工事又は当該特定工作物の建設工事を切り離

して行うことが､ 技術上困難又は不適当であるとき｡

(４) その他の場合で特定盛土等許可工事の工程上又は施工上やむを得ないとき｡

５ 市長は､ 第１項ただし書の承認に､ 工事の施行に伴う災害を防止するため必要な条件を付

することができる｡

(国等との協議)

第１１条 法第３４条第１項に規定する協議は､ 規則で定める申出書類を用いて行うものとす

る｡

２ 第７条から前条までの規定は､ 協議が成立した場合について準用する｡

(和歌山市手数料条例の一部改正)

第２条 和歌山市手数料条例 (平成１２年条例第５号) の一部を次のように改正する｡

第２４条の見出し中 ｢宅地造成等規制法｣ を ｢宅地造成及び特定盛土等規制法｣ に改め､ 同

条中 ｢宅地造成等規制法の一部を改正する法律 (令和４年法律第５５号) 附則第２条の規定に

よりなお従前の例によることとされた同法による改正前の宅地造成等規制法 (昭和３６年法律

第１９１号) ｣ を ｢宅地造成及び特定盛土等規制法 (昭和３６年法律第１９１号｡ 以下この条

において ｢法｣ という｡ ) 及び宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則 (昭和３７年建設省令

第３号｡ 以下この条において ｢省令｣ という｡ ) ｣ に改め､ 同条第１号中 ｢宅地造成に関する

工事の許可｣ を ｢法第１２条第１項に規定する宅地造成 (法第２条第２号に規定する宅地造成

をいう｡ 以下この条において同じ｡ ) 又は法第１２条第１項若しくは第３０条第１項に規定す

る特定盛土等 (法第２条第３号に規定する特定盛土等をいう｡ 以下この条において同じ｡ ) に

関する工事の許可｣ に､ ｢切土又は盛土をする土地の面積｣ を ｢宅地造成又は特定盛土等に係

る土地の面積｣ に改め､ 同号ア中 ｢１２, ０００円｣ を ｢１１, ８００円｣ に改め､ 同号イ中

｢２１, ０００円｣ を ｢１９, ６００円｣ に改め､ 同号ウ中 ｢３１, ０００円｣ を ｢３４, ２

００円｣ に改め､ 同号エ中 ｢５, ０００平方メートル｣ を ｢３, ０００平方メートル｣ に､ ｢

４７, ０００円｣ を ｢４９, ８００円｣ に改め､ 同号コ中 ｢４２０, ０００円｣ を ｢５９８,

２００円｣ に改め､ 同号コを同号サとし､ 同号ケ中 ｢３４０, ０００円｣ を ｢４９８, ６００
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円｣ に改め､ 同号ケを同号コとし､ 同号ク中 ｢２５０, ０００円｣ を ｢３４５, ５００円｣ に

改め､ 同号クを同号ケとし､ 同号キ中 ｢１７０, ０００円｣ を ｢２０８, ０００円｣ に改め､

同号キを同号クとし､ 同号カ中 ｢１１０, ０００円｣ を ｢１４４, ２００円｣ に改め､ 同号カ

を同号キとし､ 同号オ中 ｢６７, ０００円｣ を ｢９２, ９００円｣ に改め､ 同号オを同号カと

し､ 同号エの次に次のように加える｡

オ ３, ０００平方メートルを超え５, ０００平方メートル以下

１件 ６５, ７００円

第２４条第３号中 ｢適合証明｣ を ｢省令第８８条に規定する証明の｣ に改め､ 同号を同条第

５号とし､ 同条第２号中 ｢宅地造成に関する工事の変更許可｣ を ｢法第１６条第１項又は第３

５条第１項に規定する変更許可の｣ に､ ｢その額が３６０, ０００円を超えるときは､ その手

数料の額は､ ３６０, ０００円｣ を ｢宅地造成又は特定盛土等に関する工事については､ その

額が５９８, ２００円を超えるときは､ その手数料の額は､ ５９８, ２００円とし､ 土石の堆

積に関する工事については､ その額が１２０, ７００円を超えるときは､ その手数料の額は､

１２０, ７００円｣ に改め､ 同号を同条第３号とし､ 同条第１号の次に次の１号を加える｡

(２) 法第１２条第１項又は第３０条第１項に規定する土石の堆積 (法第２条第４号に規定す

る土石の堆積をいう｡ 以下この条において同じ｡ ) に関する工事の許可申請手数料

土石の堆積に係る土地の面積が

ア ５００平方メートル以下 １件 ８, ０００円

イ ５００平方メートルを超え１, ０００平方メートル以下

１件 ９, ７００円

ウ １, ０００平方メートルを超え２, ０００平方メートル以下

１件 １１, ５００円

エ ２, ０００平方メートルを超え３, ０００平方メートル以下

１件 １４, １００円

オ ３, ０００平方メートルを超え５, ０００平方メートル以下

１件 ２０, ９００円

カ ５, ０００平方メートルを超え１０, ０００平方メートル以下

１件 ２３, ８００円

キ １０, ０００平方メートルを超え２０, ０００平方メートル以下

１件 ３４, ３００円

ク ２０, ０００平方メートルを超え４０, ０００平方メートル以下

１件 ４６, ３００円

ケ ４０, ０００平方メートルを超え７０, ０００平方メートル以下

１件 ６７, ０００円
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コ ７０, ０００平方メートルを超え１００, ０００平方メートル以下

１件 ９９, ９００円

サ １００, ０００平方メートルを超える場合

１件 １２０, ７００円

第２４条第３号の次に次の１号を加える｡

(４) 法第１８条第１項又は第３７条第１項に規定する検査の申請手数料

宅地造成又は特定盛土等に係る土地の面積が

ア ２０, ０００平方メートル以下 １件 ４, ２００円

イ ２０, ０００平方メートルを超え４０, ０００平方メートル以下

１件 ８, ４００円

ウ ４０, ０００平方メートルを超え７０, ０００平方メートル以下

１件 １６, ７００円

エ ７０, ０００平方メートルを超え１００, ０００平方メートル以下

１件 ２９, １００円

オ １００, ０００平方メートルを超える場合 １件 ４１, ６００円

第２５条 (見出しを含む｡ ) 中 ｢和歌山市宅地造成等に関する条例｣ を ｢和歌山市宅地造成

及び特定盛土等に関する条例｣ に改め､ 同条第１号中 ｢宅地造成行為｣ を ｢宅地造成又は特定

盛土等｣ に改める｡

附 則

この条例は､ 令和７年４月１日から施行する｡
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整理番号 路 線 名 起 点
終 点 備 考

１１－２５５ 宮２５５号線 和歌山市太田
和歌山市太田

２２－４０１ 藤戸台２２３号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４０２ 藤戸台２２４号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４０３ 藤戸台２２５号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４０４ 藤戸台２２６号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４０５ 藤戸台２２７号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４０６ 藤戸台２２８号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４０７ 藤戸台２２９号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４０８ 藤戸台２３０号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４０９ 藤戸台２３１号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４１０ 藤戸台２３２号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４１１ 藤戸台２３３号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４１２ 藤戸台２３４号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４１３ 藤戸台２３５号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４１４ 藤戸台２３６号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４１５ 藤戸台２３７号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４１６ 藤戸台２３８号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４１７ 藤戸台２３９号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４１８ 藤戸台２４０号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

議案第６号

市道路線認定について

道路法第８条第２項の規定により市道の路線を次のとおり認定する｡

令和６年１２月５日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓

― 46 ―



整理番号 路 線 名 起 点
終 点 備 考

２２－４１９ 藤戸台２４１号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４２０ 藤戸台２４２号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４２１ 藤戸台２４３号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２２－４２２ 藤戸台２４４号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷

２４－１７３ 西和佐１７３号線 和歌山市岩橋
和歌山市岩橋

２４－１７４ 西和佐１７４号線 和歌山市岩橋
和歌山市岩橋

２６－３３４ 西脇３３４号線 和歌山市西庄
和歌山市西庄

３４－２２２ 小倉２２２号線 和歌山市満屋
和歌山市満屋

３４－２２３ 小倉２２３号線 和歌山市満屋
和歌山市満屋

３４－２２４ 小倉２２４号線 和歌山市満屋
和歌山市満屋

３４－２２５ 小倉２２５号線 和歌山市満屋
和歌山市満屋

３４－２２６ 小倉２２６号線 和歌山市満屋
和歌山市満屋

３４－２２７ 小倉２２７号線 和歌山市満屋
和歌山市満屋
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整理番号 旧新別 路 線 名 起 点
終 点 備 考

１９－９４
旧 三田９４号線 和歌山市和田

和歌山市和田

新 三田９４号線 和歌山市和田
和歌山市和田 終点の変更

２２－３７４
旧 貴志３７４号線 和歌山市栄谷

和歌山市栄谷

新 貴志３７４号線 和歌山市栄谷
和歌山市栄谷 終点の変更

議案第７号

市道路線変更について

道路法第１０条第３項の規定により市道の路線を次のとおり変更する｡

令和６年１２月５日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓
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施設の名称 団体の名称 指定期間

福祉交流館
社会福祉法人和歌山市社会福祉
協議会

令和７年４月１日から
令和１２年３月３１日まで

議案第８号

指定管理者の指定について

指定管理者を次のとおり指定したいので､ 地方自治法第２４４条の２第６項の規定により､ 議

会の議決を求める｡

令和６年１２月５日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓
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施設の名称 団体の名称 指定期間

和歌山市ふれ愛センター
特定非営利活動法人和歌山ＹＭ
ＣＡ

令和７年４月１日から
令和１２年３月３１日まで

議案第９号

指定管理者の指定について

指定管理者を次のとおり指定したいので､ 地方自治法第２４４条の２第６項の規定により､ 議

会の議決を求める｡

令和６年１２月５日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓
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施設の名称 団体の名称 指定期間

和歌山市西庄ふれあいの郷
公益社団法人和歌山市シルバー
人材センター

令和７年４月１日から
令和１２年３月３１日まで

議案第１０号

指定管理者の指定について

指定管理者を次のとおり指定したいので､ 地方自治法第２４４条の２第６項の規定により､ 議

会の議決を求める｡

令和６年１２月５日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓
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施設の名称 団体の名称 指定期間

和歌山市営片男波海水浴場駐
車場

片男波海水浴場管理運営委員会
令和７年４月１日から
令和１２年３月３１日まで

議案第１１号

指定管理者の指定について

指定管理者を次のとおり指定したいので､ 地方自治法第２４４条の２第６項の規定により､ 議

会の議決を求める｡

令和６年１２月５日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓
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施設の名称 団体の名称 指定期間

和歌山城天守閣
公益財団法人和歌山市文化スポ
ーツ振興財団

令和７年４月１日から
令和１２年３月３１日

和歌山城公園駐車場
公益財団法人和歌山市文化スポ
ーツ振興財団

令和７年４月１日から
令和１２年３月３１日

議案第１２号

指定管理者の指定について

指定管理者を次のとおり指定したいので､ 地方自治法第２４４条の２第６項の規定により､ 議

会の議決を求める｡

令和６年１２月５日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓
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施設の名称 団体の名称 指定期間

和歌山市営中央駐車場 大揚興業株式会社
令和７年４月１日から
令和１２年３月３１日まで

和歌山市営北駐車場 大揚興業株式会社
令和７年４月１日から
令和１２年３月３１日まで

和歌山市営城北公園地下駐車
場

富士警備保障株式会社
令和７年４月１日から
令和１２年３月３１日まで

和歌山市営けやき大通り地下
駐車場及び和歌山市営けやき
大通り地下自転車等駐車場

大揚興業株式会社
令和７年４月１日から
令和１２年３月３１日まで

議案第１３号

指定管理者の指定について

指定管理者を次のとおり指定したいので､ 地方自治法第２４４条の２第６項の規定により､ 議

会の議決を求める｡

令和６年１２月５日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓
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議案第１４号

和歌山地方税回収機構規約の変更について

地方自治法 (昭和２２年法律第６７号) 第２８６条第１項の規定により､ 和歌山地方税回収機

構の共同処理する事務に､ 森林環境税に係る滞納処分及びこれに関連する事務並びに滞納処分の

停止又は不納欠損処分をすることについての判定事務を加えることに伴う同機構の規約を次のと

おり変更することについて同法第２９０条の規定により､ 議会の議決を求める｡

令和６年１２月５日提出

和歌山県和歌山市長 尾 花 正 啓

和歌山地方税回収機構規約の一部を改正する規約

和歌山地方税回収機構規約 (平成１８年３月９日和歌山県指令市町村第１１３７号) の一部を

次のように改正する｡

第３条第１号中 ｢地方税及び｣ を ｢地方税､ 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律 (平

成３１年法律第３号) 第７条の規定により個人の市町村民税の均等割及び個人の道府県民税の均

等割の賦課徴収と併せて賦課徴収することとされている森林環境税並びに｣ に改める｡

附 則

この規約は､ 令和７年４月１日から施行する｡
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